
平成30年12月に政府が公表した「平成30年７月豪雨を踏まえた水害・土砂災
害からの避難のあり方について（報告）」は、国民に対し、自然災害時には行
政に命を委ねず、最後は自らの判断で避難することを呼びかけ、住民主体の
避難対策の重要性を訴えた。
行政主導から住民主体の避難対策に導くために、何をすべきか。その最適解
の一つが、全職員・全町民で防災対策に取り組んでいる高知県黒潮町にあった。

〜“日本一高い津波が来る町”の取り組み〜

大方地域中心部（砂浜美術館提供）

避難カルテの活用例（避難予定ルート）
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◉ 全職員が防災担当兼務
　−最大震度７、予想される津波の高さは
34.4m、11階建てのビルにも相当する高さの津波
が高知県に最短２分でやってくる−　
　平成24年３月31日、内閣府が公表した南海ト
ラフ巨大地震被害想定で黒潮町が突きつけられ
た数値である。“日本で最も高い津波が来る町”
となった黒潮町には驚愕と戦慄が広がった（3.31 
ショック）。翌日の新聞には、「町が消えてしまう」

「もうあきらめた」「津波が来ても避難はしない」
……と、避難放棄に傾く住民たちの動揺を伝え
る大活字が躍った。町の存続すら危ぶまれる被
害想定を受けて４月２日、大西勝也町長（当時）
は全職員に対して厳しい口調でこう訓示した。
　「『どうしようもない』と対策をあきらめたり、

『生活ができる町ではない』といった、後ろ向き
の発言は一切禁止する。今後の行動、発言の一
切は課題解決（住民の皆さまの命を守る）に向け
たものとする。今後の対応には、防災部門のみ
ならず、すべての職員が当事者であることを理解
し、職員一同の奮起を要請する」。
　それから８か月後の12月、高知県から最大ク
ラスの南海トラフ地震の想定として、黒潮町の
人的被害は2,300人、１日後の避難者数１万人、
町内61集落のうち３分の２に当たる40集落が津
波被害の可能性がある等の想定数値が発表さ
れた。津波対策として施設等のハード整備はも
ちろん急務だったが、黒潮町が真っ先に取り組
んだのが、町全体で防災に取り組むための明確
な基本理念の確立だった。それは「避難放棄者

を出さない」。そして「最大震度７、最大津波高
34mの町で『犠牲者ゼロ』をめざす」ことだった。
人的被害はたとえ１人でも許さない。住民の命
を守るために、“できるかできないか” ではなく、
“必ずやり遂げる”という覚悟と決意を込めた「犠
牲者ゼロ」であった。
　この基本理念を実現するため、町は約200名
の職員全員（防災担当部署を除く）に「防災地
域担当制」を導入した。職員は、町の防災思想・
方針の趣旨を深く理解するとともに、具体的な
防災対策や地区運営を行うためのファシリテー
ター（調整役）としてのスキルを学んだのち、町
内にある消防団14分団の管轄地区にある各地
区、班に割り振られた。この全職員による地域
担当制が、町の防災対策の実効性を高める大き
な役割を果たすことになる。

黒潮町　 人 口 10,504人、世 帯 数
5,443戸（令和４年７月31日現在）
高知市から西南に約100km、幡多
郡東部に位置し、西に四万十市、
東に四万十町、南に太平洋を臨み、
その美しい海岸線は35kmに及ぶ。
平成18年３月20日、佐賀町と大方
町の２町合併で誕生した。佐賀地
域では日本一の漁獲量を誇るカツ
オ漁、大方地域では施設園芸や花
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最大クラスの南海トラフ地震の想定津波高　佐賀地域の海岸
付近で30mを超える想定
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◉ 住民の意識が変わってきた
　「3.31ショックの中、行政は何ができるのか。
私も当時担当していた業務に防災担当業務が加
わりましたが、皆とにかく『やるしかない』という
気持ち一つでしたね」と当時を振り返るのは、町
情報防災課長の村越淳さん。34.4mの津波高の
箇所は限定されていたが、それ以外の地域は約
10～20m。だが、津波が河川を遡上してあふれ、
平野部を縦横無尽に襲う可能性がある。そこで、
各地区に配置された職員は、手始めの仕事とし
て町内全61地区の防災・避難インフラの点検と
確認に取り組んだ。
　各地区住民には、町の防災方針をはじめ、「あ
きらめない、揺れたら逃げる、より早く、より安
全なところへ」をキーワードとして掲げ、２か月半
で156回のワークショップを開催。住民参加に
より避難経路や避難場所などハード面での課題
を洗い出した。その成果が、避難上の地形・物
理的課題を地図に落とし込んだ全地区計61枚の
地図（写真4）である。これらを緻密に分析し、
避難場所や防災倉庫、避難道路の整備を実施、
避難困難区域には避難タワーを建てるなどの対
策を講じた。その結果、避難道路約230本、避
難場所約150か所を整備したほか、６基の避難
タワーを建設した。さらに、浸水区域に該当す
る公共施設、保育所、消防署、役場の高台移転
も順次行っていった。
　次に取り組んだのが、「戸別津波避難カルテ」
の作成である。津波浸水予想40地区、283班
でワークショップを行い、全世帯に避難行動調

査を実施した結果、対象世帯
3,791の全世帯分のカルテを
収集できた。「カルテ提出の
際に、自宅から避難場所への経路地図も添付し
てもらったことで、混雑する道路や避難場所が
判明し、整備箇所を確認することができました」
と村越さんは話す。
　整備が次 と々進み、自分たちの取り組みが “形”
となったことで住民の自信となり、主体的なアク
ションやアイデアが出てくるようになった。その
成果が平成26年度から策定している「地区防災
計画」である。「地区防災計画は行政がつくるも
のではなく、計画書をつくるものでもありません。
地区ごとに具体的な防災活動を行うことが計画
につながると考え、各地区での議論の場には、
地域担当職員も参加して情報共有を図っていま
す」と村越さん。
　現在までに、家具の固定、非常用個人ボック
スの備蓄、車による避難訓練など、住民のアイ
デアによるさまざまな活動が行われている。

1佐賀地域中心部。2過去の南海地震（安政の津波）を
伝える記録（谷音吉）。3 地区別懇談会及び防災地域担
当職員と住民によるワークショップ。4 地図上に避難上
の地形・物理的課題を整理。5 住民が自らの命と自らの
地域を守り、自ら作成する地区防災計画。6 避難場所へ
津波到達までに移動できる距離を計算して円を描き、そこ
に入らない地域を避難困難区域と設定、避難タワーを建
設した。7 現在は６基の津波避難タワーを設置。タワーの
高さは最大浸水プラス４m、その地域の７割を収容できる
広さに設定している。建設費は、国７割、県３割の財政支
援でまかなった（写真は佐賀地区津波避難タワー）。
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戸別津波避難カルテと避難経路
地図
カルテに隣組になる人を記入す
るとき、互いに確認し合うことで
コミュニティが活性化され、カル
テを記入するという行為そのもの
が、記憶の定着に結びつく効果
がある。一部の地区はカルテの
更新も行っている。
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Town Kuroshio Kochi
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このエリアが避難困難区域
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◉ 防災思想の醸成 “生きることをあきら
めない”

　地区防災計画の成果は、毎年開催される「黒
潮町地区防災計画シンポジウム」で発表、情報
が共有され、いいアイデアは他の地区でも実践
されている。シンポジウムでは児童生徒も発表
する。町では小中学校９年間を見通した防災教
育を反復継続していくことで、数十年後、町民
の全世代に防災の思想・文化が浸透すると考え
ている。
　町にある県立大方高等学校も、防災活動に積
極的だ。「生徒が避難所を運営できるような活
動を行っていますし、地域の防災訓練にも積極
的に参加しています」と村越さん。ある地区では

「屋内避難訓練」と称し、高齢者がベッドから玄
関まで、あるいは１階から２階へ避難する “日本
一短い避難訓練” をしており、地元の中学生が
高齢者に寄り添う。まさに全町民一丸となった
活動であり、防災は町民一人ひとりが培う「黒潮
町の文化」に育ちつつある。
　平成30年からは洪水や土砂災害にも目を向
け、地区ごとに自主避難計画を作成し、避難の
タイミングの自主的ルール作成にも取り組んでい
る。ほかにも避難所運営マニュアルの作成、避
難所の開設や各種避難訓練など、住民主体の
活動も活発だ。
　一方で町は、第３セクターの缶詰製作所をつく
り、備蓄品にも力を入れている。「避難場所、避
難経路、避難タワーの整備はできました。あと
は避難意識の向上です」とのことだが、数々の取

り組みは、多くの住民に希望を与えた。これま
であきらめていた高齢者や障がいのある住民が、
災害に向き合う前向きな姿勢を見せるようになっ
てきたのである。
　「津波に対して、今ほど危機意識をもっていな
かった黒潮町でしたが、津波高日本一という衝
撃と危機感が、活動の活発化につながったのだ
と思います。二番手、三番手なら、これほど真
剣な取り組みができたかどうか」と語る村越さん
だが、一方で、黒潮町は安全ではないと町を離
れる人もおり、「震災前過疎」の現象が見られる
事態も深刻に受け止めている。
　３.31ショックから10年、黒潮町の職員にとっ
て、「防災業務兼務」は当たり前となった。台風
が来れば、先手を打って対策を講じる職員も多
い。命を守る社会の力が問われている今、住民
を「必ず守る」、住民の「そばにいる」というメッ
セージを日常の実践として力強く発し続けている
黒潮町。そのまちづくりの根底には防災に対す
る “ぶれない思想” があり、「まちの文化」にまで
高めようとする防災意識がある。村越さんは今
後についてこう語る。「津波防災計画は今、第５
次段階で、やるべきことはまだまだたくさんあり
ますから、自然とうまくつきあいながら、粛 と々
取り組んでいきます」。今年度は「要配慮者」の
個別避難計画を充実させること。そして、佐賀
地域を対象に、被災前だからこそ、被災後の復
興計画の策定に取り組むという。犠牲者ゼロを
めざす防災事業に「完了」はない。

【取材・写真協力　高知県黒潮町情報防災課】

1 情報共有の場として毎年開催
される地区防災計画シンポジ
ウム。2 前もってタワーなどの
避難場所にボックスに入れた非
常用のグッズを集めておく。同
一ボックスを世帯ごとに用意し
たため積み上げやすく、地震の
ときくずれないようにネットを
張る周到さは住民のアイデア。
34 黒潮町缶詰製作所。旗印
の「34」は津波の高さを逆手に
とった。特産のカツオや地鶏を
素材に数種類がつくられてい
る。７大アレルゲン不使用のた
め値段は若干高いが、メディア
にも取り上げられ経営は順調と
いう。
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5 防災訓練の開催（福祉避難
所開設訓練）。
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